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資料７ 

「中央構造線断層帯（金剛山地東縁―由布院）の長期評価（第二

版）」の知見に関する技術情報検討会の検討結果等について 
 

令和２年３月４日 
原 子 力 規 制 庁  

第６７回原子力規制委員会（令和 2 年 2 月 26 日）において、更田委員長か
ら、「中央構造線断層帯（金剛

こんごう

山地
さ ん ち

東縁―由
ゆ

布院
ふ い ん

）の長期評価（第二版）」（平成

29 年 12 月 19 日地震調査研究推進本部。以下「第二版」という。）の知見に関
する技術情報検討会の検討結果について原子力規制委員会に報告するよう指示

があったので、これを報告するとともに、併せて伊方発電所３号炉の使用済燃料

乾式貯蔵施設の設置に係る原子炉設置変更許可申請の審査における当該知見の

取扱いについても報告する。 
 
１．第二版のポイント 

活断層に関する新しい知見（文部科学省研究開発局・国立大学法人京都大学

防災研究所（2015）1、文部科学省研究開発局・国立大学法人京都大学大学院

理学研究科（2017）2等）に基づき、中央構造線断層帯の全域にわたり断層帯

の諸特性が改訂された。 
新しい知見に基づく改訂のポイントは、「中央構造線断層帯（金剛山地東縁

－伊予灘
い よ な だ

）の長期評価（一部改訂）について」（平成 23 年 2 月 18 日地震調
査研究推進本部。以下「第一版」という。）から、①断層帯の全長が 87km延
び約 444km とされたこと、②活動区間が 6 区間から 10 区間とされたこと、
及び③断層帯（金剛山地東縁区間を除く）の傾斜角が鉛直から中角度と高角

度の両論併記とされたことである。 
 
２．技術情報検討会における検討結果 

地震・津波研究部門及び地震・津波審査部門は、第二版の知見に関する規制

への影響について、第 30回技術情報検討会（平成 30年 2月 21日）にて以

                                                   
1 中央構造線断層帯（金剛山地東縁－和泉山脈南縁）における重点的な調査観測 平成２６
年度 成果報告書 

2 別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）における重点的な調査観測 平成
26～28 年度成果報告書 
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下の内容を説明し、確定された（第 31回技術情報検討会（平成 30年 4月 16
日）において確定版を参考配付：参考１参照）。 
・伊方発電所の新規制基準適合性審査における中央構造線断層帯の地震動の

評価では、断層の長さ（連動により約 480km）、傾斜角の不確かさ（北傾
斜）の考慮等を確認しており、今回収集した第二版の知見における評価は

これに包含されている。 
・一方で、断層の活動区間の細分化、傾斜角の両論併記（中角度及び高角度）

等の変更が、四国電力株式会社が今後実施する安全性向上評価の際に、確

率論的ハザード評価における認識論的不確実性の一つとして用いられる

可能性はある。 
・今後、当該情報が、確率論的ハザード評価において適切に用いられること

を確認していく。 
 
なお、第二版の「伊予灘南縁、佐田岬半島沿岸の中央構造線については現在

までのところ探査がなされていないために活断層と認定されていない。今後

の詳細な調査が求められる。」の記載に関しては、第二版のうち、中央構造線

断層帯の諸特性としてではなく、「（説明）」の部分に記載されているものであ

り、活断層と認定される根拠（引用文献）も示されていないことから、最新

知見とは考えなかった。 
 
３．設置変更許可申請の審査における第二版の知見の取扱いについて 

第二版の内容について、事業者は、既許可3の基準地震動に影響しないこと

から、使用済燃料乾式貯蔵施設の設置に係る当初の設置変更許可申請に含め

ていなかった。新規制基準適合性審査チーム（以下「審査チーム」という。）

は、審査の過程において、第二版の内容が伊方発電所３号炉の基準地震動に

影響しないことについて説明を求め、以下の（１）及び（２）について確認

した。 
その他の申請事項も含め、当該設置変更許可申請に係る地震・津波関係の審

査については、第 741回審査会合（令和元年 7月 5日）において、石渡委員
から「これで概ね妥当な検討がなされた」とされ、一通り審議は終了してい

る。 
（１）中央構造線断層帯としての評価 

審査チームは、第二版において、第一版のうち「断層全長」「断層の活動区

分」「断層傾斜角」が変更されているが、以下により既許可の基準地震動に影

響がないことを確認した。 
                                                   
3平成 27年 7月 15日伊方発電所（３号炉）設置変更許可 
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①断層全長 
（第二版の内容） 
別府
べ っ ぷ

－万
は

年山
ね や ま

断層帯はその名称も含め断層の再編がなされ4、当該断層

帯の一部であった豊
ほう

予
よ

海峡－由布院区間が中央構造線断層帯の一部とし

て評価が改訂されたため、断層全長が第一版の 360 ㎞から 444 ㎞に変更
された。 
（事業者の説明内容） 
既許可では、当時別の断層としていた別府－万年山断層帯と中央構造線

断層帯の連動を考慮し、全長 480 ㎞として評価している。これに対して、
改訂内容では、別府－万年山断層帯の再編が含まれ、連動する断層の構成

は変更されるものの、全長 480㎞の端部には変更がないことから、既許可
の評価に包含されていることを示した（参考２参照）。 
②断層の活動区分 
（第二版の内容） 
第一版の 6区間から 10区間に変更された。また、伊方発電所の敷地前

面区間については、石
いし

鎚
づち

山脈北縁西部－伊予灘区間約 130㎞から、伊予灘
区間約 88㎞に見直された。 
（事業者の説明内容） 
既許可では、全長 480㎞のケースに加え、敷地前面での部分破壊を考慮
し、第一版を踏まえた断層長さ 130 ㎞のケース及び敷地前面の断層群 54
㎞のケースを想定し、第二版（88㎞）より長い場合も短い場合も両方考慮
しており、改訂内容は既許可の評価に包含されていることを示した（参考

２参照）。 
③断層傾斜角 
（第二版の内容） 
第一版の“鉛直”から“中角度（約 40°）あるいは高角度（ないしほぼ
鉛直）の両論を併記するが、中角度の可能性が高い”に改訂された。 
（事業者の説明内容） 
既許可では、基本ケースでは鉛直としており、さらに不確かさケースの

一つとして、地質境界断層の可能性を踏まえた北傾斜 30°のケースを評
価している。 
北傾斜 30°のケースは、中角度（約 40°）のケースよりも、地震規模

                                                   
4 別府－万年山断層帯は、その一部であった豊予海峡－由布院区間が中央構造線断層帯に
取り込まれ、残りの区間は「万年山－崩

くえの

平山
ひらやま

断層帯」と「日
ひ

出生
じ う

断層帯」に再編されて

いる。 
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（断層面積）が大きくなることから、第二版よりも保守的な条件となるこ

とを示した。また、今回、敷地前面区間の伊予灘区間を考慮した北傾斜 40°
のケースについても地震動評価を実施し、基本ケース（480㎞鉛直）とほ
ぼ同程度で、全周期帯で基準地震動を下回ることを示した。さらに、既許

可以降の新知見として、文部科学省研究開発局・国立大学法人京都大学大

学院理学研究科（2017）において、“北傾斜の地質境界断層が高角の断層
によって変位を受けていること”が確認できる観測結果（Ｊ測線の調査結

果）が得られており、事業者の反射法探査結果による評価と変わらないこ

とから、「震源断層もほぼ鉛直である可能性が考えられる」という既許可

の評価に影響しないことを示した（参考２参照）。 
 

（２）地質境界断層としての中央構造線（敷地近傍）の評価 

既許可では、以下に示す地形調査（敷地前面の海底谷の調査）、海上音波探

査等の結果をもとに、中央構造線断層帯は少なくとも地下浅部ではほぼ鉛直

であり、また、敷地近傍には、後期更新世以降の地層に変位を及ぼすような

活断層が存在していないと判断した（参考２参照）。 
（既許可でなされた調査） 
〇地形調査（海底谷の調査） 
・地質境界としての中央構造線が地表に現れる付近において音響測深、変

動地形等に着目した海底地形判読を実施 
〇海上音波探査 
・四国電力及び他機関（国土地理院、大学研究グループ、産業技術総合研

究所）の海上音波探査により海域の詳細な地質・地質構造を把握（敷地

西岸の入り組んだ湾構造となっている一部の箇所では地質境界として

の中央構造線が確認できる位置まで探査を実施） 
 
また、審査チームは、当該設置変更許可申請の審査において、既許可以降の

新知見として、（１）③に示した文部科学省研究開発局・国立大学法人京都大

学大学院理学研究科（2017）を確認した結果、中央構造線断層帯は深部まで
ほぼ鉛直であり、地質境界としての中央構造線は活断層ではないとする既許

可の審査結果を肯定する内容があることを確認した。 
なお、後期更新世以降の地層への変位の評価にあたっては、面的に地質構造

や変形構造を把握できる海上音波探査、変動地形調査等の結果を踏まえ実施

することが必要である。既許可で実施されている調査は、評価に必要な数量

が実施され、必要な結果も得られていることから、追加調査の必要はなく、

改めて事業者に対して指示する必要はないと考えている。また、未調査活断
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層の活動度（活断層か否かの判断を含む）や活動履歴の把握が主たる目的で

あるボーリング等による海底堆積物調査は、今回の評価においては、後期更

新世以降の地層への変位の有無を確認するための海上音波探査等の記録が十

分取得できているため、必要はないものと考えている。 
 

４．参考資料 

（参考１）第３１回技術情報検討会資料 
（参考２）事業者提出資料 
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〇佐田岬半島に沿って延びる海底谷の北縁には潮流に浸食されて形成されたと考えられる円形の凹地が
配列しており，海底谷の成因は潮流による浸食と評価される。

敷地前面の海底地形

名 称 ナローマルチビーム測深機

型 式
R2SONIC社

SONIC 2024型

性 能
最大測深レンジ：400m
精度 ：±（0.03m+水深/1,000m）
発振周波数 ：200kHz～400kHz

伊方発電所
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音波探査記録による検討⑥＜測線Ｃ（ブーマ－）＞

V．E．≒6

約200m

Ａ層（沖積層）

Ｄ層（更新統）

Ｔ層（上部鮮新統～下部更新統）

Ｂ層（音響基盤層）

※地層境界線は各地層の上面を示す

凡例

NW← →SE

5 915 91

NW← →SE 海底谷海底谷

○海底谷のところで
水平な地層が削ら
れており，海底谷
は潮流による侵食
を受けて形成され
たと評価される。

A

D
Ｂ

Ｔ

N

SE

NW

伊方発電所
9

5

1

1

5

8

測線D

測線C

9

5

1

測線B
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海上音波探査測線図

30km

音源：
ソノプローブ
ブーマー
スパーカー
ウォーターガン
エアガン

総延長：約6,700km

平成25年10月23日
審査会合資料一部修正

凡例
四国電力
国土地理院
大学研究グループ
産業技術総合研究所
海底ボーリング
（産業技術総合研究所・
四国総合研究所の共同研究）

伊方発電所

伊予灘

宇和海

Ⅰ．地質調査の概要
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